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【災害対策・国民保護関係】 
 

１ 大規模・広域・複合災害対策の推進について 

 

地震、台風、豪雨など、いつどこで発生するかわからない大規模・広域・複合災

害に対して、「想定外」という事態を繰り返さないためには、過去の災害や復興対

策から得た教訓等を最大限生かさなければならない。 

政府の地震調査委員会が令和４年に公表した南海トラフ地震の今後 30 年以内の

発生確率は「70～80％」であり、首都直下地震、日本海溝・千島海溝地震、東北地

方太平洋沖地震に起因する地震等も含め、刻一刻と国難レベルの巨大地震の発生が

迫っており、国力を最大限投入するための体制の整備が必要となっている。 

また、平成 30 年７月豪雨、令和元年房総半島台風や東日本台風、令和２年７月、

令和３年７月、８月の豪雨など、最大規模の風水害が連続している状況から、大規

模風水害は毎年発生すると認識し、流域治水の考え方に基づく総合的かつ多層的な

風水害対策を加速することが急務である。 

大規模・広域・原子力複合災害である東日本大震災は、その発生から 11 年を迎え

て、復興が着実に進展している一方で、復興の完了と自立に向けて地域ごとの復興

の進捗状況等にばらつきがみられることから、これからも息の長い支援を継続する

必要がある。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、地方自治体は、激甚化する自

然災害との複合災害を前提とした対策が喫緊の課題となっている。 

このため、大規模・広域・複合災害への備えから復旧・復興までを見据え、事前

復興や再度災害防止の観点も交えた対策の強化・充実を図ることが急務となってい

る。 

ついては、国、都道府県、市町村、事業者、医療・福祉関係機関、NPO、住民等全

ての主体が力を結集し、あらゆる災害に負けない国を創り上げることができるよう、

特に以下の事項について、実効性のある施策を講ずること。 

 

（１）「第２期復興・創生期間」以降の防災・減災体制の確立 

国民の生命・財産を守る防災・減災対策及び国土強靱化を強力に推進するため、

大規模災害に備え、国の指揮命令系統を明確化し、対応調整権限や予算措置権も

含めて、災害への備えから復旧・復興までの一連の対策を担う体制を整備し、そ

れを指揮する専任の大臣を置くこと。 

また、複合災害対策については、別個の関係法令からなる複数の指揮系統によ

る現場の混乱等の課題を踏まえ、法体系や国の指揮命令系統の一元化及び本部

機能充実を含め、必要な検討・見直しを行うこと。 

 

（２）防災・減災対策推進のための包括的な財政支援制度の創設等 

大規模災害がもたらす被害の軽減や復旧・復興期間の短縮、国土強靱化をめざ

し、ハード・ソフトの両面で事前の予防対策から復旧・復興までを見据え、自由

度の高い施設整備交付金の創設など、地方において主体的、計画的に事前復興に

取り組むことができる新たな財政支援制度等を創設すること。 

また、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（以下、「５か

年加速化対策」という。）の事業規模の目途として示されたおおむね 15 兆円程度

のうち、これまで、令和２・３年度補正予算において約 6.8 兆円を順調に措置さ
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れたところであるが、残る期間においても別枠で確実に予算を措置するとともに、

予算については、円滑な事業執行が図られるよう弾力的な措置を講ずること。さ

らに、強靱な国土形成を実現するためには、中長期的な見通しのもと、国土強靱

化地域計画に位置付けられた事業・取組を強力かつ計画的に推進する必要がある

ことから、５か年加速化対策後においても、引き続き、必要な予算・財源を計画

的かつ安定的に別枠で確保するなどの制度設計について十分配慮すること。また、

５か年加速化対策を計画的かつ着実に推進するため、事業採択前に必要な調査・

設計など多額の地方単独費を要する業務について、補助・交付金や地方債充当の

対象とするなど、地方財政措置の充実・強化を図ること。国土強靱化地域計画に

基づく取組等に対する関係府省庁の支援について、実施が検討されている地域計

画の要件化に当たっては、東日本大震災や令和元年東日本台風、令和２年７月、

令和３年７月、８月の豪雨等をはじめとする大規模災害の被災自治体に配慮する

こと。 

緊急防災・減災事業債については、対象事業が拡大されることとなっ

た。引き続き、必要に応じて、対象事業の更なる拡大及び要件緩和や、交

付税措置率の引上げなど起債制度の拡充を含めた確実な財源措置等を行

うとともに、地域の実情に応じた柔軟な対応を図ること。 

加えて、重要インフラ対策に係る国庫補助採択基準の緩和等や消防の体制強化

など消防防災力を高めるための財政支援の拡充を図ること。 

 

（３）大規模災害を想定した事前復興制度の創設 

事前復興の取組を推進するため、災害対策基本法等の法令に事前復興を位置付

けること。 

特に、南海トラフ地震や首都直下地震、日本海溝・千島海溝地震等の大規模災

害が想定されている地域においては、生命、財産、地域産業など住民の日々の暮

らしを守る観点から、被災前からの復興体制、復興方針・計画、復興ビジョンの

検討などのソフト対策、また、円滑な高台移転や津波防災地域づくり、区分所有

物件の修理・再建などのハード対策、「まちづくり以外」のハード対策等、地域

の実情に応じた事前復興が可能となるよう、事前復興を進めるための法整備や制

度設計を行うこと。 

   また、復興法に基づく発災後の財政措置と同様に、地方において主体的、計画

的に事前復興に取り組むことができる新たな財政支援制度等を創設すること。 

 

（４）南海トラフ地震、首都直下地震及び日本海溝・千島海溝地震の特別措置法等に

基づく施策の迅速な実施及び予算措置 

南海トラフ地震、首都直下地震及び日本海溝・千島海溝地震の特別措置法等に

基づき、巨大地震対策及び津波対策の加速化と抜本的な強化並びに被災後の柔軟

かつ早期の復旧・復興が図られるよう、大規模地震防災・減災対策大綱による具

体的かつ実効性のある施策の迅速な実施及び国の応急対策活動の具体計画を踏ま

えた防災拠点の整備・機能向上に係る予算措置等を図ること。 

特に「特別強化地域」や「ゼロメートル地帯」など、被災リスクの高い地域に

おいて、緊急性の高い対策に重点化し、短期集中的に推進できるよう、既存交付

金の充実や、新たな財政支援制度を創設するとともに、積雪寒冷地特有の課題を

踏まえた対策を着実に実施するために必要となる財源について安定的に確保する

こと。 

さらに、南海トラフ地震臨時情報の発表に伴い、事前避難を実施した場合、災
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害救助法が適用されるが、法の適用経費について確実に財政措置を行うとともに、

適用外経費についても財政措置を講ずること。特に、避難誘導や避難所を開設、

運営する市町村の財政負担を軽減するための仕組みを充実させること。 

併せて、住民が正しい理解のもと適切な行動を取れるよう、国においても地方

と協力して丁寧な周知を継続して行うとともに、地方自治体が実施する啓発をは

じめとした対策に対して人的・財政的な支援を行うこと。 

南海トラフ地震、首都直下地震にかかる震源・津波モデルや地震被害想定が公

表されてから 10 年近くが経過するが、この間の河川や海岸の堤防などのインフ

ラ整備や情報通信技術の飛躍的向上、広域応援体制の充実、感染症との複合災害

対応など、災害対策を巡る環境の変化に対応した被害想定手法や、今後の減災目

標の設定の考え方などを示すこと。 

加えて、産業・雇用の中核であり、災害時にも重要な役割を担う石油コンビナ

ートや石油・ガス貯槽基地における民間事業者の防災投資の取組に対する技術的・

財政的支援を充実、強化すること。 

 

（５）医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための大規模地震時における医

療救護体制の強化 

南海トラフ地震や首都直下地震、日本海溝・千島海溝地震等の巨大地震が発生

すると、広範囲で多数の負傷者が発生するなど、医療需要が急増する一方、供給

面をみると、水道や電気、ガスなどのライフラインの寸断や医療機関の損壊等に

より医療の供給が急減する。その際には、地震の揺れや津波などにより道路などの

インフラが寸断され、傷病者の後方搬送や外部からの支援もすぐには望めない状

況となる。この厳しい環境の中でも負傷者の命を救うため、被害想定などの定量

的な分析を十分に行うとともに、被災地外からの支援が到着し併せて搬送機能が

回復するまでの間、被災地域の医療資源を総動員する体制づくりを計画的に進め

られるよう、災害拠点病院だけでなく、すべての病院を対象として、耐震化や非

常用電源設備、給水設備の整備に対する補助率の嵩上げ等、財政支援を充実させ

るとともに、業務継続計画（BCP）の策定などの取組に対する支援や、災害拠点

病院の指定要件追加に対応するための経過措置、広域災害救急医療情報システム

（EMIS）の動作機能の向上等、必要な配慮を行うこと。 

また、医療施設の耐震化を一層推進するため、医療施設耐震化臨時特例基金の

ように、都道府県に基金を設置して、複数年度にわたる支援が継続して実施でき

るような助成制度を新たに創設すること。併せて、大規模災害時にカルテの汚損

や流失等により診療の継続が困難となることを防ぐため、お薬手帳を含め診療情

報の電子化を促進するとともに、当該電子カルテ情報のバックアップなどを行う

医療機関や関係団体の取り組みを支援すること。 

さらに、令和元年６月に災害拠点精神科病院の整備について通知されたところ

であるが、災害拠点精神科病院の整備を進めるにあたり、診療報酬への加算等の

インセンティブの導入について検討すること。 

加えて、分析した被害想定を踏まえて、全国的に災害派遣医療チーム

（DMAT）、災害派遣精神医療チーム(DPAT)を養成し、被災地外から早期かつ大

量、継続的に投入できる体制の構築や、孤立地域に医療モジュールと運営人材を

迅速に配置する体制の整備など、国を挙げて人的・物的支援機能を強化するこ

と。災害派遣医療チーム（DMAT）等が被災地において切れ目なく活動できるよう

効率的な運用を図るとともに、その際、二次災害を避けるため、安全が確保され

た場所で活動するという大原則に鑑み、適正な運用を徹底すること。 
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併せて、都道府県保健医療調整本部等における本部活動を含めた災害時に活動

する医療従事者等の補償の充実を図ること。DMATについては、DPATと同様に各種

損害保険への加入に対する財政支援制度を創設すること。 

 

（６）包括的な適用除外措置の創設等 

既存の法律や政省令等による規制や制約により、各主体の緊急時対応が阻害さ

れないよう、包括的な適用除外措置を創設すること。また、国の財政支援におけ

る地方自治体の事務手続きの簡素化及び資金使途や期間制限等の撤廃など、必要

な見直しを行うこと。 

 

（７）広域応援・受援体制の構築 

地方自治体の行政機能喪失を想定した水平補完を基本とする支援、支援物資の

調達・輸送・配分、広域避難者の受入及び情報収集・共有などの広域応援・受援

体制については、東日本大震災や熊本地震等の教訓を踏まえるとともに、地方の

意見も十分に把握し、府省庁間の縦割りの是正や国と地方の役割分担の整理をす

ること。また、海外支援を積極的に活用するための協力体制を整備すること。 

全国からの広域的な応援活動や後方支援の拠点となる広域的な防災拠点の整備

に対する技術的支援及び継続的な財政支援を充実すること。 

熊本地震や平成 30 年７月豪雨による教訓を踏まえ、国・都道府県間で運用され

ていた物資調達・輸送調整等支援システムが令和２年度から市町村の情報も共有

できるよう機能強化されたが、各地方自治体が先行して導入している各災害関連

システムとの自動連携の検討や、物資調達・輸送関連事業者も使用可能とするな

ど、全国に共通するシステムとして実効的に活用されるよう、今後の機能強化も

含め、適切な運用と活用の推進を図ること。併せて、当該システムを使用するた

めの端末配備が難しい地方自治体に対して、端末配布や購入補助制度創設などの

支援を検討すること。 

災害時に薬剤師の活動先を指定して派遣することについて、適切な派遣体制と

できるよう関連法上の運用を検討すること。 

 

（８）応援職員等の広域応援・受援体制の確立 

被災自治体の災害対応を支援する保健・医療・福祉・行政等の専門的な応援体制

の確保について法制化等も含めて制度の充実や整理を図ること。また、被災自治体

の状況を考慮して「応急対策職員派遣制度」を円滑かつ柔軟に運用すること。さら

に、同制度に基づく応援に留まらず、応援した地方自治体に経費負担が発生しない

仕組みを構築すること。  

また、大規模・広域災害が発生した場合は応援できる地方自治体も限られ、人員

の不足が被災地の復旧・復興の妨げとなる事態が懸念されることから、今後も TEC-

FORCEの派遣や国による権限代行などを通じて地方自治体の災害復旧を全面的に支

援できるよう、国と各地方整備局の人員確保・体制強化を継続的に図ること。さら

に、土木・農林分野など、災害発生時に被災地に派遣される地方自治体職員の要員

確保のため、財政措置等が講じられたところであるが、復旧・復興期に必要とされ

る中長期の職員派遣を円滑に行うための体制整備に向けて、財政措置の柔軟な運用

や既存の派遣制度との連携にも配慮した運用体制の確立を図るほか、全国的に技術

的人材が欠乏する中で、民間との調和を図りながら、技術系人材の確保・育成策を

構築すること。 

併せて、被災地での高齢化やマンパワー不足を念頭に、介護職員や災害ボランテ
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ィア等の受入れのための資機材等の整備について支援を行うこと。 

 

（９）感染症との複合災害における避難等応急活動対策強化に向けた対策 

感染症のまん延期にあっても、確実に住民の避難を確保する体制整備は重要な

課題であることから、間仕切りやテント、換気設備など、避難所における感染防

止対策に必要な資機材整備、要配慮者受入れのための民間施設も含めた施設改修、

避難先となる宿泊施設の借上や指定管理者が管理する公園などの施設の使用、広

域避難時の輸送車両の借上など、地方自治体の避難対策強化への安定的な財政支

援制度を創設すること。また、避難所等における感染症対策資機材の整備を、災

害救助基金による備蓄の対象とするよう検討すること。 

コロナ禍にあって、自宅療養者や濃厚接触者の円滑な避難のため、都道府県と

市町村の関係者間で個人情報の円滑な共有や提供ができるよう、法令上の整備や

技術的な支援を行うこと。 

また、感染者、濃厚接触者の避難について、国有施設の提供のほか、民間施設

の活用の促進、移動手段の確保など、安全な避難誘導体制確保に向けた技術的助

言などの支援を行うこと。また、濃厚接触者の避難にあたっての公共交通機関の

活用などについて、考え方を明確にすること。 

被災地への自治体応援職員の派遣前後の PCR 検査等の実施について、財政支援も

含めた仕組みを整備すること。 

コロナ禍における災害ボランティアの受入れ前後のPCR検査等の仕組みの整備

や財政支援、受入れに係る統一的なルールの作成などを検討すること。 

福祉避難所における要配慮者の受入れが進むよう、PCR検査等を迅速に行える体

制整備と財政措置を講じること。 

国機関や医療関係者、指定公共機関など、発災後、十分な準備の暇もなく、迅速

に被災地の支援に関わる人員のPCR検査等の必要性も含め、感染防止対策のルール

化を検討すること。 

 

（10）災害廃棄物等の広域処理体制の構築等 

大規模災害時に発生する膨大な量の災害廃棄物を円滑に処理するため、都道府県

を越えた広域処理体制を構築すること。 

また、災害廃棄物の処理を円滑に進めるため、災害廃棄物を自区域内で処理し、

生活ごみを広域的に処理する場合においても、追加的に発生する経費に対して財政

措置を講ずるなど、災害等廃棄物処理事業費補助金について、地域の実情に応じた

柔軟な対応ができるよう見直すこと。 

関係地方自治体並びに関係団体と緊密に連携しながら、被災地の実態を正確に把

握し、国として、既存の支援制度の充実や運用の弾力化も含め、迅速かつ積極的に

実状に即した廃棄物の撤去・運搬・処理に係る適切な支援策を講じること。 

 

（11）ICT を活用した広域応援・受援体制等の構築 

携帯電話位置情報等のビッグデータを活用した被災者の避難動向の把握やライ

フライン・インフラの被害・復旧に関する情報の共有を図るなど、災害時に国や

地方自治体、民間企業・団体等の間で、迅速かつ円滑に情報共有等を図る「災害

情報ハブ」の仕組みを早急に構築すること。 

特に、ICT やビッグデータを活用して避難動向やライフライン情報、インフラ

情報等を連携させた効果的な仕組みを整備し、これらの仕組みを地方自治体にお

いて活用できるよう、防災情報システムとの連携等の活用手段の構築や人材育成
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の支援を行うこと。 

また、全国統一の防災情報システムの構築に向け、国は、検討状況などを都道

府県へ積極的に情報提供し、各都道府県システムの現状・取組を把握しながら段

階的に取り組むこと。システム構築に当たっては、都道府県間のみならず、災害

対応に関係する市町村や消防、警察、自衛隊等の機関の情報収集・共有が図れる

ように標準化すること。 

都道府県の過重な財政負担を減らすため、上記防災情報システムの構築や更新、

高度化及びランニングコスト等に要する費用は、国において財政措置を行うとと

もに、国で新たなプラットフォームのシステム等を構築する際には、早期に情報

共有を行い、各都道府県の意見を十分に聞きながら、地方自治体独自の取組に配

慮し、開発・社会実装を進めること。 

 

（12）地域建設企業における大規模災害に際して必要となる建設機械等の保有促進等

を図る制度の拡充 

迅速かつ確実な復旧・復興を推進するため、地域建設企業が災害対応に活用す

るという前提のもと、建設機械や災害時通信機器を購入するに当たって、その費

用を一部助成する等、災害対応に活用できる建設機械や災害時通信機器の保有を

促進する支援措置を講じること。 

 

２ 事前防災・減災対策の推進について 

 

災害から国民の生命、身体及び財産を守り、社会生活・地域経済の安定を図るた

めには、被災経験からの教訓や未来に向けた創造的復興（「より良い復興」ビルド・

バック・ベター）の好事例を学び、事前防災・減災及び事前復興の視点を取り入れ

た様々なハード・ソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進する必要が

ある。そのため、東日本大震災の教訓や熊本地震に関する対応状況等を踏まえ、地

域防災計画の基本となる国の防災基本計画の更なる充実を図るなど、災害予防・減

災対策の取組を確実に推進することとし、特に以下の事項について、実効性のある

施策を講ずること。 

 

（１）自助・共助を育む対策 

災害時には行政機関による「公助」だけでは限界があり、住民・地域等による

「自助・共助」の取組が求められることから、災害対策基本法に「自助・共助」

の取組を明確に位置付けて、地域防災力の向上に対する支援、半公半民の地域に

おける防災まちづくりのリーダー設置の制度化をはじめとした防災分野の人材育

成、各種共済制度や地震保険制度の充実など、住民が取り組む防災対策を支援す

ること。 

特に、地震対策の“入り口”と位置付けられる住宅の耐震化等については、耐

震化率の向上とともに、家具固定や感震ブレーカー設置などの減災化及び災害リ

スクの低い地域への居住誘導の観点も踏まえた財政措置など、引き続き対策の継

続・強化を図ること。 

 

（２）安全な避難空間の確保のための対策 

障害者、高齢者及び乳幼児等の要配慮者の支援のため、避難行動を支援するだ

けでなく、安心して避難生活を送れるよう、福祉避難所（一般避難所の福祉スペ
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ース及び要配慮者スペースを含む）の十分な確保及び円滑な運営体制確保につい

て支援するとともに、施設や資機材整備等に係る財政上の支援策や専門人材の育

成・確保のための支援措置を講じること。また、男女共同参画や性の多様性の視

点を取り入れた運営体制を確保するとともに避難所運営等への女性をはじめとす

る多様な立場の方々の参画や登用が進むよう、各種媒体を活用した普及啓発によ

り機運の醸成を図ること。あわせて、ペット飼養者についても、これらに準じた

配慮をすること。近年の災害時に、有効な避難空間として機能した公園等のオー

プンスペースや、円滑な避難活動に資する道路の整備推進のための支援について

充実を図ること。 

また、平成 30 年発生災害検証報告書（北海道胆振東部地震）や令和元年発生災

害検証報告書（房総半島台風、東日本台風等）の対応等を踏まえ、地方自治体が

安価・低廉に備蓄することが可能になるよう、コンテナ型トイレやダンボールベ

ッド、液体ミルク、ブルーシート、土のう袋、発電機、携帯用充電器等に加え、

感染症の発生・まん延を防止するためのマスクや衛生用品等、避難所の環境改善

に資する備蓄品の普及促進策及び保管促進策について検討すること。 

さらに、帰宅困難者等対策の在り方について、近年の災害発生時の混乱の発生

状況や、公共交通機関等の運行状況などを踏まえた対策等を早期に示すとともに、

対応策について、関係事業者等への周知を含め、実効性の確保に努めること。 

加えて、大阪府北部を震源とする地震（平成 30 年）を踏まえて、帰宅困難者等

が避難する一時滞在施設の確保に向け、その備蓄の推進に係る財政措置を講ずる

とともに、事業者が一時滞在施設として協力しやすくなるよう発災時の損害賠償

責任が事業者に及ばない制度の創設、駅周辺などで滞留する帰宅困難者の動きを

リアルタイムで把握できる手段の確保や、地震発生後の鉄道運行再開に関する情

報等の発信のあり方について、国においても検討すること。また、外国人被災者

（外国人住民・訪日外国人旅行者）などの安全を確保するための適切な情報提供

などを総合的に推進し、住民・来訪者の安全・安心を図ること。 

加えて、出勤時間帯の地震等の発生時の適切な対応について検討し、ガイドラ

インを作成するなど、事業者や地方自治体、住民への啓発を行うこと。 

地震発生後、踏切が長時間遮断され、緊急車両の通行が絶たれることや、住民

の避難が困難になる事態を回避するため、改正踏切道改良促進法の趣旨を踏まえ、

踏切の早期開放に向けた対策が進むよう、指定公共機関である事業者への指導や、

地方自治体の避難誘導や災害応急活動への技術的支援を行うこと。 

また、電力供給体制の崩壊に伴う、信号機の滅灯、交通（避難経路）情報の寸

断、道路付属物の倒壊等に伴う避難経路の寸断を防止するため、交通インフラに

対する電力供給体制、無電柱化、ラウンドアバウト整備、既存施設の強靱化を促

進するとともに、大規模停電対策として実施する支障木の事前伐採に関し、関係

者間の役割及び費用負担の在り方を示すとともに財政支援の充実を図ること。 

   

（３）災害に強いまちづくりを推進するための対策 

建物・構造物等の耐震化や老朽化対策、津波対策及び液状化対策、建物を守る

地盤対策、木造住宅密集地域の改善を図ること。特に、災害対応の中心的施設と

しての機能を有する庁舎や避難所となる学校施設や社会福祉施設、医療施設等に

ついて、更なる耐震化や天井等落下防止対策をはじめとした非構造部材の耐震対

策など、災害の教訓に基づく対策を速やかに推進するとともに、避難者の健康保

持の観点から空調設備等の整備をする場合の支援策を検討すること。 

また、大阪府北部を震源とする地震（平成 30 年）を踏まえて、通学路、学校施
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設、避難路などの安全確保のために現行法令に適合しない又は危険な状態にある

ブロック塀等の専門的な調査や、撤去・改修が必要であるため、木製フェンスの

開発を含めた技術的支援や財政支援を充実させること。加えて、ライフライン（上

下水道、ガス等）の耐災害性の強化に向け、上下水道施設の更新・耐震化、災害

対策の加速化・深化や、給水優先度が高い医療機関や避難拠点等の重要給水施設

管路の耐震化の促進、事務事業の広域化・共同化など基盤強化に必要な財政措置

を拡充するとともに、早期復旧を可能とする全国の相互応援体制の確立等を行う

こと。 

さらに、平成 30 年北海道胆振東部地震や令和元年房総半島台風や東日本台風

等の風水害における大規模停電を踏まえて、電力会社に対して、災害に強い電力

供給体制の整備、及び電力の安定供給や適切な情報発信が可能な体制の強化を働

きかけること。 

災害時の電力の確保や、帰宅困難者の一時滞在施設となり得る民間施設を確保

する観点から、停電時に住宅やビルなどの電力を確保できるよう、太陽光発電や

蓄電池、電気自動車等を活用した電力供給システム等の普及促進を図ること。 

加えて、ライフラインの停止や復旧活動の状況、復旧見込みなどの情報を、指

定公共機関であるライフライン事業者と地方自治体が共有し、連携して復旧活動

が行える体制を強化すること。 

また、浸水想定区域内にある医療・福祉施設の浸水被害を軽減するため、嵩上

工事や盛土工事など防災対策に必要となる費用について、財政措置を行うこと。 

そして、「世界遺産・国宝等における防火対策５か年計画」と並行し、地方自

治体の指定文化財についても同様に防火をはじめとした防災対策を講じる必要が

あるため、国において防火設備や警報設備の整備等に必要な財政措置を拡充する

こと。 

 

（４）緊急輸送道路等の公共インフラの整備 

   緊急輸送道路、港湾施設、鉄道施設及び空港施設の防災対策を含め、災害時の

輸送体制の整備を図るとともに、いまだ骨格を形成する基幹的交通網さえ整備さ

れていない地域も含め、高規格道路のミッシングリンクの解消や暫定２車線区間

の４車線化など、リダンダンシー確保に必要な国土軸の構築のため、公共インフ

ラの整備を早急に進めること。 

また、加速するインフラ老朽化に対応する戦略的な維持管理・更新のため、必

要な予算の確保等を含めた対策を講じるとともに、定期点検など地方が適切に維

持管理・更新できるだけの必要な財源を安定的・継続的に確保し、補助・交付金

制度の要件緩和や国費率の嵩上げ、地方財政措置の拡充など、地方への十分な財

源措置を講ずること。 

さらに、平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、重要物流道

路及び代替・補完路の整備・機能強化を推進すること。 

また、新広域道路交通計画を踏まえた追加指定については、地方の意見を十分

に反映するとともに、指定道路の整備・機能強化推進のために必要な補助制度の

拡充等による財政措置を講ずること。 

 

（５）防災体制の整備及び災害対応の人材育成 

   ソーシャルメディア等を活用した災害情報伝達・手段の研究と整備、情報通信

基盤の堅牢化・冗長化や、災害時情報集約支援チーム（ISUT）をはじめとした国・

地方自治体が連携した災害対応が求められる中で総合防災システム、災害対応支
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援システム、被災者台帳システム、物資調達・輸送調整等支援システム等の防災

関係システムの統一化・標準化など、災害時に必要な防災体制の整備を図ること。 

大規模災害時に必要な保健・医療・福祉の人材を確保するため、災害派遣医療チ

ーム（DMAT）や災害派遣精神医療チーム(DPAT)、災害時健康危機管理支援チーム

（DHEAT）に止まらず、災害派遣福祉チーム（DWAT、DCAT)や二次救急医療機関等の

幅広い職種を対象とした全国レベルの人材育成研修を各地で継続的に実施するこ

と。 

また、各都道府県が実施する医療関係者等の災害対応力向上に向けた取組を推進

するため、財政措置を講じること。 

DWAT など、要配慮者や被災者に対する福祉関係者による支援について、災害時

の支援活動に係る経費負担等の法令上の整理をする他、平時の研修等の取組に対す

る財政面での支援の充実を図ること。 

平常時・非常時を問わずその地域に密着し、住民の安全と安心を守るという重要

な役割を担う消防団員が全国で条例定数に満たない状況にあることから、その確

保・育成に向けた財政支援等を強化するとともに、近年の就労環境の変化により、

消防団員に占める被雇用者の割合が増えていることを踏まえ、企業経営者など、事

業者の消防団活動に対する理解が進むよう、対策の充実を図ること。 

あわせて、高齢化の進展などにより、自主防災組織の担い手不足が深刻であるた

め、若年者を含めた担い手の確保及び活動の活性化について対策を講じること。 

さらに、消防防災ヘリコプターの運航体制を強化し、２人操縦体制による安全運

航の実施が求められている中で、全国的に操縦士が不足している状況を踏まえ、航

空業界等に対して積極的に操縦士の増員を働き掛けるとともに、養成機関の創設な

ど技量・経験のある操縦士の育成・確保の対策を講じること。併せて、地方自治体

において２人操縦体制を構築するための財政支援の更なる充実を図ること。 

また、消防防災ヘリコプターの運用に当たっては、大規模災害等の際にヘリコプ

ター本体やヘリポートの施設・設備が被害を受けた際に、災害対応力の低下を防ぐ

ため、速やかに復旧が可能となるよう財政措置を講じること。 

加えて、全国からの広域的な応援活動や後方支援の拠点となる広域的

な防災拠点の整備に対する技術的、財政的な支援を充実すること。 

機動救難士等がヘリコプターに同乗し、出動してから１時間で到達す

ることができない海域の解消に向け、航空基地のヘリコプターの増強や、

未配置となっている航空基地への機動救難士の配置など、海上保安庁の

更なる救助・救急体制の強化を図ること。また、大規模な海難事故等の発

生時における地元自治体等の現地対応や捜索活動経費等の財政負担に対

する支援を行うこと。 

 

（６）孤立集落対策 

土砂災害等により孤立する可能性のある集落における住民の救助、避難のため

の臨時ヘリポートの整備や物資の備蓄など、孤立集落対策を行うとともに、当該

集落へのアクセス道路に対する防災対策を着実に進めるため、必要な予算を確保

すること。 

 

（７）災害に関する調査研究等の推進 

地震津波、風水害や雪害、土砂災害等の予測精度の向上等を図ること。住民の

迅速で適切な避難行動や、地方自治体の早期の防災対応を可能とするため、情報

伝達手段の開発・整備や、防災気象情報の高度化について、早期の技術開発と実
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用化に取り組むこと。南海トラフ地震や首都直下地震、日本海溝・千島海溝地震

等の観測施設の早期整備と段階的な運用により予測・観測体制の強化を行い、津

波履歴調査並びに日本海側プレート境界及び海底・内陸部の活断層（未確認断層

を含む）の実態など、これまでに十分な知見が得られていない地域の地震等に関

する調査研究を推進し、調査結果を早期に公表すること。 

 

（８）死者・行方不明者・安否不明者の氏名等公表 

災害時における安否不明者の氏名等の公表について、国においてデジタル改革

関連法を踏まえた検討を行うにあたっては、全国知事会が内閣府の協力を得て取

りまとめたガイドラインの趣旨を踏まえるとともに、すでに氏名等公表に取り組

む都道府県の取組が後退することなく、促進が図られるよう配慮すること。加え

て、死者に係る個人情報の取扱いの考え方等について整理すること。 

 

３ 多様な災害対策の推進について 

 

近年、日本列島では、地震・津波、火山噴火による災害が続いている。さらに、

台風、線状降水帯の発生による記録的な豪雨等の様々な災害に見舞われていること

から、災害に強い国づくり、まちづくりを進めるため、多様な自然災害等に対して

的確な対策を講ずることとし、特に以下の事項について、実効性のある施策を講ず

ること。 

 

（１）風水害対策 

 （ハード対策の促進） 

近年の気候変動に伴い激甚化・頻発化する風水害・土砂災害リスクの増大に備

えるため、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で災害に備える「流域治水

」の取組みを推進すること。ついては、流域治水の考え方に基づき、河川、ダム

等の整備、農業用ため池等の防災工事及び維持管理を含めた水害防止対策の推進

を図るとともに、雨水貯留機能の保全と施設整備、雨水流出抑制施設整備等の流

域対策など、流域全体の水害軽減策の強化を図ること。 

また、令和３年度より新たに対策が重点的・集中的に講じられることとなった

「５か年加速化対策」を着実に実施するとともに、土砂災害の専門家による調査

などの技術支援や地域に精通した技術職員の確保など国及び地方自治体の組織体

制の強化といったソフト対策をハード対策と併せて総合的に推進すること。 

   治水・治山・土砂災害対策などのハード対策は、中長期的な取組となるが、

毎年のように大規模災害が発生している状況を踏まえ、対策の加速化を図るた

め、「５か年加速化対策」においても、必要に応じて対象事業の拡大及び要件

緩和を行い、別枠で必要となる予算・財源を安定的・継続的に確保し、国土強

靱化の対策を強力かつ計画的に進めること。加えて、災害復旧にあたっては、

改良復旧を災害対策基本法等においてさらに明確にし、改良復旧による整備を

推進すること。さらに、災害査定においては、ドローン等を活用したWeb 査定

の方法を恒常的に選択できるようにすることや机上査定の活用により事務手続

きの柔軟な運用や簡素化を図るとともに、災害査定に係る費用について、地方

負担の軽減を図ること。 

   国管理河川のバックウォーターの影響がある支川の整備・管理体制の強化や

支川管理者、地元自治体との排水や越水などの情報共有による住民避難体制の
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強化を図ること。 

河川の氾濫等による浸水等によって大きな被害が想定される地域においては、

居住等の誘導について明らかにするなど、土地利用や住まい方に関する制度等に

ついて検討すること。 

令和３年７月に静岡県で発生し、甚大な被害をもたらした大規模な土砂災害に

ついて、引き続き、地元自治体と連携して、原因の究明に努めるとともに、再発

防止策の徹底に取り組むこと。加えて、全国知事会の要望に応えて、宅地造成及

び特定盛土等規制法が成立し、全国統一の基準・規制が設けられることとなった

が、今後予定されている基礎調査及び区域指定等について、調査対象、調査方

法、区域指定の考え方などに地域差が生じないよう、政省令やガイドライン等を

地方自治体の意見を十分に聞きながら定めること。特に、区域の指定に当たって

は、現行法で既に権限を有し事務を行っている基礎自治体（施行時特例市）にお

ける改正法での事務の取扱いを明確化するとともに、他の法律と重複する区域に

ついての考え方を明示すること。併せて、地方自治体の新たな事務や経費の増加

が見込まれることから、負担軽減に向けた制度設計を検討するとともに、地方財

政措置を強化するなどの財政的及び技術的支援を積極的に講じること。 

土砂災害対策については、現行制度では対策・復旧できない箇所について支援

できるよう、新たな制度の創設を検討すること。 

 毎年のように激甚な土砂災害が繰り返されている状況を踏まえ、土砂災害の防

止・軽減の基本である砂防関係施設の整備による事前防災対策を計画的かつ強力

に推進するとともに、既存の砂防関係施設の高機能化、多機能化を図り、より効

率的・効果的な施設整備を推進すること。 

 

 （避難対策強化） 

市町村が統一的な基準によりハザードマップを作成し、過去の災害記録やダム

の洪水調節能力を超える洪水など、住民に対して地域の災害リスク、避難行動の

必要性を周知できるよう、技術的・財政的支援を充実すること。 

   また、より適正な避難情報の発令や住民の避難行動につなげるため、観測・

予測精度の向上等を図ることや、「避難スイッチ」「マイ・タイムライン」等

の、避難行動を起こすきっかけとする目安を住民自ら決める取組の普及に地方

自治体とともに努めること。令和４年度出水期に運用開始されている線状降水

帯の発生情報の充実に加え、発生予測の精度向上及び避難対策への技術的支援

に努めること。 

   避難情報の早期発令のための地方自治体との情報共有体制の充実を図るとと

もに、気象庁による会見等による呼びかけなど、気象庁と報道機関が連携した

効果的な情報発信の更なる充実に努めること。 

   令和４年１月には、トンガでの大規模噴火により、日本の広い範囲に津波警

報や注意報が発表されたが、結果的に適切な避難行動につながらなかった可能

性があるため、避難行動を促すための避難情報の発信の在り方について検討す

ること。また、冬の夜間の避難行動に備え、避難場所等における防寒対策に向

けた財源措置等を行うこと。 

   さらに避難所の過密を抑制するため、避難所の混雑情報の周知や、避難所外

避難者の迅速な把握方法などについて、技術的助言を行うこと。 

   令和元年房総半島台風や東日本台風、令和２年７月豪雨等での対応と避難の状

況を検証し、より効果的な気象や避難情報の伝達方法や、住民の避難意識を高め

る普及啓発の強化などを検討すること。 
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   「顕著な大雨に関する情報」や「土砂災害警戒情報」などの気象情報や、新た

に導入された「高齢者等避難」「避難指示」「緊急安全確保」による警戒レベル、

屋内での安全確保や高齢者の早期避難に関する法令上の規定及び用語の意味を

国民にわかりやすく説明し、周知徹底を図るよう、地方自治体とともに取り組む

こと。また、それらの情報の発表・発令に伴う住民の避難行動について、検証を

行い、避難対策の充実強化に早急に取り組むこと。 

   加えて、防災情報を確実に伝達し、適切な避難行動を促すため、今般の警戒レ

ベル等の変更への対応も含め、防災行政無線や防災情報システムなどの情報伝達

手段の充実・強化に対して、新しい情報伝達手段システムの開発と整備も含めた

技術的・財政的な支援を行うこと。また、線状降水帯の発生を予測するための研

究や資機材の開発を早急に進めること。土砂災害警戒情報や氾濫危険情報等の警

戒レベル相当情報の提供と、避難対策への活用について検証を行い、気象台や都

道府県の市町村への助言の在り方を含め、市町村の避難対策や住民の避難行動に

繋がる防災気象情報の提供体制の充実強化を図ること。 

   高齢者など避難行動要支援者の円滑な避難に向けて、個別避難計画や施設等の

避難確保計画の作成及び計画に基づく訓練の実施、また、計画作成や実際の避難

を支援する人材の育成・確保、ICT 技術の活用も含めた避難支援体制の充実に向

けた技術的・財政的な支援の充実に努めるとともに、必要性について住民に分か

りやすく周知すること。 

また、防災情報の提供など、警戒避難体制の構築の一助を担うソフト対策に資

するシステムの更新、保守・点検など、恒久的な費用が必要な事業についても、

地方財政措置の充実・強化を図ること。防災におけるDXを推進するとともに、AI

を活用した災害対応に係る取組の強化を行うこと。 

避難所開設状況調査について、指定避難所以外への避難者を含めた避難者数を

初動期で全数把握することは困難であることから、避難所運営を行っている市町

村の負担に配慮し、調査の報告時期や項目等の運用の見直しを検討すること。 

 

（広域避難体制の強化） 

   浸水範囲が広くなる大規模な水害では避難場所も不足し、都道府県や市町村の

枠を超えた広域避難が必要になるが、水害を想定した広域避難は十分なリードタ

イムが必要なことや、災害発生前からの避難に関する住民の意識啓発等の課題も

多いことから、学校や企業、地域における対応、通常の避難情報に対する広域避

難の情報の提供の在り方などを整理し、広域避難に関する普及啓発の徹底に取り

組むこと。 

また、改正災害対策基本法で、国の非常災害対策本部が、災害発生のおそれの

段階から設置できることや、広域避難の協議手続きが、災害発生前から可能にな

るなど、風水害における広域避難を進めるための規定整備が図られたことを踏ま

え、国のリーダーシップによる広域避難体制の整備を進めるとともに、地域にお

ける広域避難の検討の促進が図られるよう、わかりやすく、実現可能な広域避難

に関するガイドラインの策定を進めるなど、広域避難対策のさらなる強化に取り

組むこと。 

 

（２）津波対策 

   津波防災地域づくりを推進するため、技術的支援、財政的支援及び津波防災地

域づくりに関する普及啓発など、最大クラスの津波に対する防災対策に必要な各

種支援を充実すること。 
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   特に、津波避難困難地域の解消を図るためには、津波避難施設を十分に確保す

ることが重要であることから、津波避難ビルの指定を促進するために、津波避難

施設の耐浪性を確認する簡易表を作成すること。 

また、国が進めている太平洋の津波観測網の整備に併せて、広く沿岸自治体等

へ津波予測情報を提供する広域的な津波予測システムの整備に取り組むこと。 

   令和４年１月には、トンガでの大規模噴火により、日本の広い範囲に津波警報

や注意報が発表されたが、地震を伴わない津波の発生メカニズムの解明を行うこ

と。 

 

（３）火山防災対策 

   国、地方自治体、公共機関、民間事業者等が一体となって、総合的かつ計画的に

ソフト・ハード両面から火山防災対策を推進するため、火山対策に関する法制度の

充実を図るとともに、緊急に整備すべき施設・設備等については、国による財政負

担を法律に明記すること。 

戦後最悪の火山災害となった御嶽山噴火をはじめ、相次ぐ噴火を踏まえて、火山

の観測・調査研究を一元的に行う政府機関を整備するなど、観測や情報連絡体制整

備、火山研究人材の育成などの一層の充実・強化を図るとともに、地元に密着した

調査研究を行い、火山噴火の予測精度の向上等を図る取組を推進すること。 

活動火山対策特別措置法（活火山法）の規定に基づく基本指針が示されたが、火

山周辺地域における避難計画の策定が進んでいないことから、噴火シナリオ、ハザ

ードマップや避難計画の作成主体に対して、これまで以上に財政支援及び技術的な

支援を講じること。特に、火山活動の切迫性や噴火した場合の社会的・経済的影響

等を踏まえ、現行では活火山法の「避難施設緊急整備地域」に特に重点が置かれて

いる避難施設等に対する財政的支援の適用範囲を拡大するとともに、噴火に伴う溶

岩流や降灰等の影響が広範囲に及ぶ場合や、社会的影響が大きい場合等、避難対策

を特別に強化する必要がある地域を指定し、これらの地域において国が主導して行

うべき火山防災対策に係る基本的な計画を作成すること。 

退避壕・退避舎等の避難施設の整備に関する手引きについても示されたが、設置

主体及び費用負担等、整備のあり方について引き続き検討するとともに、噴火によ

る社会・経済活動への被害を最小化するため、溶岩流等を制御する堰堤や避難道路

などのハード対策、避難訓練の実施・分析などのソフト対策の両面から、事前防災

対策等の計画的な実施等を推進すること。 

火山周辺の観光地を訪れる外国人や高齢者等の災害情報の収集が困難な者や、

通信不感地帯における登山者等への情報発信体制の整備、地域住民や登山者等の

避難状況を把握できるシステムの整備・運用など、円滑な避難ができるよう、効果

的な情報伝達について速やかに検討するとともに、最新の科学技術を積極的に活

用した研究に取り組むこと。 

 

（４）雪害対策 

   豪雪による被害を防ぐため、時間単位での予報の精度を高めて情報を提供する

など、防災気象情報の改善を図ること。特に、平成 30 年や令和２年 12 月から令

和３年１月にかけての豪雪では、各地の高速道路や国道で自動車の立ち往生や長

時間にわたる通行止めが多数発生しており、過去の教訓が活かされず、同様の事

態が繰り返されていることを踏まえ、このようなことが二度と起こらないよう各

地での発生要因の分析・検証と再発防止策を講ずること。除雪体制の強化や迅速

な情報伝達、交通全体のオペレーション改善など抜本的な対策を講じること。「顕
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著な大雪に関する気象情報」など大雪に関する気象情報について、住民が適切な

行動をとれるよう、改称も含めて検討し、分かりやすく情報提供すること。大雪

等の予防的な通行規制を実施する際に、関係機関において情報共有体制を構築す

るなど、国・高速道路株式会社等の関係機関による広域的な協力体制を一層強化

すること。荷主などを含む道路利用者に対し、繰り返し、外出の自粛や広域的な

迂回を呼びかけるなど情報発信の徹底を図ること。また、豪雪による通行止めや

大規模な渋滞を回避するため、幹線道路において、消融雪設備の増強、スタック

車両を排除する機械や大型車の一時待避所を確保するなど、一般道路の吹雪・雪

崩危険個所へのハード対策、高規格道路における暫定２車線区間の４車線化やソ

フト対策の強化等により、広域除雪に対応できる強靱な道路ネットワークを構築

すること。積雪寒冷地の実情を踏まえ、冬期における安全・安心な道路交通を確

保するため、特に豪雪時に交通の妨げになる吹雪や雪崩への対策、堆雪幅の確保

や消雪施設の整備等に対する必要な予算を確保し、５か年加速化対策等により着

実に推進すること。前年度の除排雪経費を特別交付税の対象経費に算入するなど、

労務単価の高騰等により増大する雪害対策費に対する財政支援を拡充すること。

さらに、雪害対策のための設備強化は、地域鉄道事業者の経営に大きな負担であ

ることから、豪雪地帯を運行する鉄道事業者の雪害対策については、補助率の嵩

上げを行うこと。 

   交通障害・渋滞が深刻化する原因として、運転者に現在の道路状況が十分に伝

わらずに新たな流入を招き、さらに渋滞等を拡大させるという悪循環に陥ってい

ることから、高速道路や主要国道等について、交通規制や積雪などの路面状況、

渋滞や滞留時間などの道路交通情報を広域かつ一元的にリアルタイムで物流事

業者や運転者に知らせる仕組みを構築すること。 

   さらに、過酷な労働条件により除雪オペレーターの担い手不足が深刻化してい

ることや、除雪業者の安定経営などの観点から、除雪業務を魅力的なものとし都

道府県及び市町村の除雪体制を安定的に確保できるよう労務費単価改善等を行

うとともに、少雪時でも除雪業者が経営を維持できるよう最低保証などの制度に

労務費も対象に含めること。 

除雪オペレーターの担い手不足に対応するためにも、除雪作業の効率化・省人

化に資する ICT を活用した除雪車の導入が必要不可欠であることから、新技術を

活用した機械操作の自動化および吹雪時の車両運転支援技術などの研究開発をよ

り一層推進するとともに、地方の除雪作業の効率化・省人化に向けた取組に対し、

更なる財政支援の充実を図ること。 

加えて、積雪寒冷地域以外において、積雪寒冷地域と同程度の降雪が確認された

場合には、道路除雪費用の緊急臨時的な増大を抑えるため、対象外地域でも国庫補

助等の対象とすること。併せて、最近の大雪災害による教訓を踏まえ、普段降雪

の少ない地域で大雪となった場合の広域応援体制や費用負担等の仕組みづくり等

を検討すること。 

 

（５）大規模火災対策 

強風や巨大地震等による木造建築物が密集する地域における大規模火災への対

応を強化するため地形や街並み等の地域特性に配慮した住宅等の防火対策や市街

地整備、消防力の整備などに必要な財政措置の充実を図ること。 

また、石油コンビナート災害に対する保安の確保のため備蓄している PFOS 含

有の泡消火薬剤は、国際的な状況を踏まえ令和４年度中までに廃棄処分しなけれ

ばならないことから、地方自治体等における泡消火薬剤の早期の備蓄更新及び処
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分が円滑に行われるよう、長期的な財政支援の充実を図ること。 

 

４ 発災後の総合的な復旧・復興支援制度の確立について 

 

１で述べた事前復興による取組のみならず、被災後の被災住民の円滑な生活再建

と被災地域の早期復旧・復興を推進し、加速化させるため、東日本大震災の教訓や

熊本地震に関する対応状況等を踏まえ、現行の大規模災害からの復興に関する法律

からさらに踏み込んだ、財政支援制度等の確立を含む復旧・復興基本法（仮称）を

整備すること。その際、被災自治体及び避難者受入自治体が、被災者の生活再建を

含めた復旧・復興事業を、地域の実情に応じて主体的な判断で実施できるよう、国

が必要な財源（復興基金や新たなまちづくりに向けた復興交付金等の制度化を含む）

を措置し、次の事項を含めた総合的な支援制度を確立すること。 

 

（１）「第２期復興・創生期間」後も必要となる被災地の復興への支援 

東日本大震災の「第２期復興・創生期間」の終了後も復旧・復興を速やかに進

行させるため、原形復旧が原則とされている復旧・復興財源の制限撤廃、災害査

定等の一連の事務手続きの更なる効率化・迅速化及び事業期間制限の緩和、激甚

災害の適用措置の拡充など、災害の実情を踏まえ不断の見直しを行い、既存制度

にとらわれない規定を創設すること。 

また、熊本城などの国指定重要文化財等で、復旧・復興に高度な技術を要する文

化財については、人的かつ技術的支援を行うとともに、補助率の嵩上げ等、迅速か

つ万全の措置を講じること。 

 

（２）発災後の計画的復興に対する支援 

復興が計画的に、かつ、円滑に進められるよう、当該年度に必要な予算を早期

に確保するとともに、東日本大震災や平成 28 年熊本地震対応のため講じられた

特別な財政措置等で、今後の大規模災害発生の際にも必要不可欠なものについて

は、常設化し、被災自治体が復旧・復興の実施に注力できるような仕組みを構築

すること。 

また、災害ボランティア車両に対する有料道路の無料通行措置が適用されるよ

う、被災自治体が各地方道路公社等に行う要請について、複数の地方道路公社等

と連絡調整を行う時間的及び作業的な負担が大きいことから、大規模災害時の手

続きの簡素化等の措置を図ること。 

 

（３）被災者生活再建支援制度等の住まいと暮らしの再建への支援 

相互扶助の理念に基づく被災者生活再建支援法の想定を超える大規模災害発生

時は、東日本大震災の対応や教訓等を踏まえ、特別の国の負担により対応するこ

と。 

制度の内容については、被災した世帯がどのように生活再建していくかに着目

した支援も可能となるよう検討協議すること。 

また、被災者生活再建支援制度の適用範囲について、一部地域が適用対象とな

るような自然災害が発生した場合には、法に基づく救済が被災者に平等に行われ

るよう、全ての被災区域が支援の対象となるよう見直すこと。さらに、被災者生

活再建支援制度については、令和２年の法改正によって支給対象が中規模半壊世

帯まで拡大されたところであるが、支給額増額、適用条件の緩和や国負担の強化
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など、更なる充実を検討すること。特に、平成 30 年７月豪雨の被災者が令和２年

７月豪雨に、令和元年８月の大雨の被災者が令和３年８月に被災するなど、２年

という短い期間で再び被災されている状況を踏まえ、短期間に何度も被災する場

合の生活再建は困難を極めることから、短期間で複数回被災した世帯の負担軽減

策を検討し、被災者支援にあたっては、別枠での支援を検討する等、特段の配慮

をすること。加えて、地方自治体独自の支援制度への財政支援を検討するととも

に、自助の観点から、国民に対して民間保険の活用を促す普及・啓発を図ること。 

併せて、大規模災害の被災地においては、住宅の再建が困難な被災者がいるこ

とから、応急仮設住宅の供与期間が延長になった場合には、引き続き延長に係る

財政措置を行うこと。 

これらに加えて、住まいの再建・確保に向けた相談支援など、被災者それぞれ

の状況に応じて支援を実施する災害ケースマネジメントの仕組の導入や、こうし

た取組に対する財政支援について検討すること。 

被災者支援については、複数の法制度等による趣旨の異なる制度が混在し、被

災自治体や被災者にとってもわかりにくく、また、救済される被災者も限定され

ている。被災者支援施策については、国において、民間保険による救済とのバラ

ンスも考慮し、抜本的に検討を行い、被災の実情に応じた適切で不公平感のない、

統一的かつ持続的な救済制度を検討すること。 

また、災害公営住宅の家賃を一定期間減免する東日本大震災特別家賃低減事業

及び災害公営住宅家賃低廉化事業については、被災者の速やかな生活再建や安定

した暮らしの確保、被災自治体の復興支援のため、必要不可欠な事業であること

から、安定的な財政支援を継続すること。 

さらに、原発事故による避難者や帰還した住民のための災害公営住宅に係る東

日本大震災特別家賃低減事業及び災害公営住宅家賃低廉化事業については、原発

事故により長期避難を余儀なくされている避難者や帰還した住民の厳しい生活

再建状況や風評被害、人口減少など多くの課題を抱えている避難地域等の復興状

況を鑑み、震災復興特別交付税を含め、現行の支援水準を維持すること。 

 

（４）なりわいや産業の復興への支援 

地域経済の回復に不可欠な被災企業の早期再建や生産力強化、災害復興支援策と

して新規企業の誘致・立地・設備投資や既に立地している企業の再投資に必要な税

制上の特例措置を講じること。 

また、大規模災害時には、商工業者が迅速に事業再開し、農林水産業者が早急に

生産活動を再開できるよう必要な支援を行うとともに、補助対象経費の柔軟化や申

請事務の簡素化を図ること。激甚災害指定を受けた都道府県間で、支援に差が生じ

ないよう制度の充実を図ること。風評被害を防止するための正確な情報発信や誘客

のための取組など、観光産業に対する支援を行うこと。 

さらに、中小企業基盤整備機構が行う小規模企業共済制度を拡充した災害共済

制度を創設すること。 

 

（５）災害救助法の見直し等 

広域避難者の発生、事態の長期化及び行政機能の喪失等を想定し、被災地以外

の地方自治体が救助に要する費用を支弁した場合の国への直接請求を制度化する

こと。また、迅速かつ効果的な救助を行うため、期間や資金使途などの制約の撤

廃等、地方自治体の自主的・弾力的な運用が可能となるよう、救助範囲を含めて

見直しを行うこと。 



266 
 

特に、住家被害認定調査や罹災証明書の発行業務、応急仮設住宅の維持管理に

係る経費、孤立地域における仮設トイレの設置など、避難所以外における避難生

活基盤に対する支援に係る経費、自宅や応急仮設住宅等の被災者への戸別訪問に

よる健康管理・精神保健活動・福祉活動、災害ボランティアセンターに係る経費

全般等を対象とするよう、救助範囲の拡大を行うとともに、必要な経費について

確実な財源措置を行うこと。被災の状況等により、やむを得ず避難所運営管理を

外部委託する場合にも、災害救助費による措置を柔軟に行うこと。災害救助に係

る事務費について、上限額の撤廃など充実を図ること。あわせて、救助範囲の拡

大に伴って地方自治体職員の事務負担が増加することについて、例えば、求償事

務の簡素化など負担を軽減するための措置を講じること。 

また、求償事務においては国が統一的な基準を示し、地方自治体により差が生

じることがないようにすること。 

また、災害救助法の適用に当たって、いわゆる４号基準による都道府県の判断

以外にも、管内の一定割合の市町村に適用され、被災市町村間の格差や不均衡が

課題になるような場合、都道府県内一律に適用できるようにするなど、客観的か

つ弾力的な適用基準について検討すること。 

避難生活を早期に解消し、居住の安定を図るため、既存公営住宅等を災害救助

法に基づく「応急仮設住宅」に位置付けるとともに、災害公営住宅の建設につい

て、技術的・財政的支援を行い、採択条件となる滅失住戸の判定について、条件

を緩和するなど弾力的な運用とすること。 

制定から 70 年が経過する同法について、みなし応急仮設が主流となっている

実態や物資の調達環境の変化などを踏まえ、被災者支援制度の充実の観点から、

見直しの検討を行うこと。また、家賃上限を超える額を被災者が自己負担するこ

とを認めるなど契約条件の緩和について検討すること。 

新型コロナウイルスへの感染が急速に拡大している状況下においては、体育館

や公民館等への避難により、クラスターが発生する危険性があることから、市町

村が避難所を設置した際は、災害が小規模であっても災害救助法を適用（同法施

行令第１条第１項第４号）できるよう柔軟な運用基準を予め示すとともに、災害

救助法の適用と同時に避難所の設置に係る特別基準（ホテルや旅館等の活用）も

適用すること。 

救助の実施は都道府県が行うとされているが、国が当該費用を国庫負担の対象

外とした場合、都道府県（又は都道府県から事務委任を受けた市町村）による安

定的な救助の実施の支障となることから、災害救助事務取扱要領の明文の記載等

により対象外である事案を除き、国庫負担の対象外とすることがないよう運用を

見直すこと。 

豪雪災害への災害救助法の適用では、屋根雪の処理等を「障害物の除去」とし

て実施しているが、豪雪地帯の実情に鑑み、救助対象が限定されることのないよ

う、災害救助事務取扱要領（法による除雪が可能である住宅の状態）を見直すこ

と。 

 

（６）災害時の生活再建支援事業のためのシステム構築及び罹災証明制度の見直し 

災害対策基本法改正により、適切な被災者生活再建支援を行うため、罹災証明

書の交付及び被災者台帳の作成が法的に位置付けられた。近年の地震・風水害の

実情を踏まえ、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため、業務の「標準

化」を検討すること。 

また、更なる住家被害認定調査の簡素化を図るとともに、被害認定調査・罹災
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証明書発行・被災者台帳管理のためのシステムに対し、構築と運用に係る財源を

含めた支援制度を充実すること。 

さらに、罹災証明書の判定結果が国費を伴う各種支援と連動している点を踏ま

え、住家被害認定調査結果にばらつきが生じないよう、被害認定に係る指針の解

釈の丁寧な説明や必要に応じた見直し等を図ること。 

併せて、近年、工場・店舗等の非住家の罹災証明書についても、事業者向け補

助金等各種支援制度の適用基準とされている状況等を踏まえ、被害認定に係る指

針等を明確化すること。 

 

５ 原子力災害対策の推進について 

 

平成 28 年３月の原子力関係閣僚会議において決定された、「原子力災害対策充

実に向けた考え方 ～福島の教訓を踏まえ全国知事会の提言に応える～」の実施に

あたり、政府一丸となって原子力災害対策に主導的立場で対応するとともに、全国

知事会等と意見交換を行い地方自治体の意見を十分に反映させること。 

 

（１）原子力安全対策の充実 

ア 東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、重大事故は起こるものというこ

とを前提に、事故時に放射性物質の大量放出や拡散を防ぐため、意思決定などマ

ネジメント面への対応を含め、法制度や体制の整備等、安全対策に取り組むこと。 

イ 東京電力福島第一原子力発電所事故に係る検証と総括を行い、得られた教訓や

新たな知見、世界の最新の知見を規制基準に反映すること。さらに、原子力規制

委員会は、立地及び周辺自治体をはじめ様々な専門家の意見を聴きながら幅広い

議論を行い、IAEA 等の関係機関や事業者からの意見も聴いた上で、規制基準や法

制度を絶えず見直していくなど、原子力規制のより一層の充実・強化に不断に取

り組むこと。 

また、真に実効性のある安全規制とするため、規制基準に基づく厳正な審査を

行うとともに、原子力規制の取組状況や安全性について、国民に対し自ら主体的

に説明責任を果たすこと。 

運転期間延長認可の審査結果については、国民に分かりやすく説明するとと

もに、事業者が行う安全対策に対し指導・監督を強化すること。 

 

（２）原子力防災対策の推進 

ア 原子力災害対策指針については、複合災害時における対策など住民の具体的な

防護対策等が、未だ不明確であり、最新の知見や国内外の状況等を踏まえ、今後

も継続的に改定していくとともに、定期的な意見交換の機会を設ける等により関

係自治体等の意見を適切に反映していくこと。また、UPZ 外においても必要に応

じ防護対策を実施することから、対策の具体的実施方法を明らかにすること。加

えて、これらに係る所要の財源措置を行うこと。さらに、防災対策における地方

自治体の役割の重要性に鑑み、地方自治体と国、事業者等との緊密な連携協力体

制について、法的な位置付けも含め早急に検討すること。 

イ 原子力災害対策指針においては、UPZ 内外とも屋内退避が最も基本的な防護措

置とされているが、国は、住民が安心して屋内退避できるよう、屋内退避の重要

性について情報発信すること。 

また、大規模地震との複合であっても、この仕組みが最適であるのか研究を行
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い、必要な措置を講ずること。 

これら防護措置の考え方について、原子力施設の立地及び周辺自治体の住民を

はじめとする国民に対し、科学的根拠に基づく丁寧で分かりやすい説明に努める

こと。 

ウ 避難ルート等の検討や準備・モニタリングの実施などには放射性物質の拡散を

予測する情報も重要と考えられるため、「拡散計算も含めた情報提供の在り方」

を検討する国の分科会において、関係自治体の意見を十分聴いた上で、具体的な

検討を進め、必要な対策を講じること。 

エ 高線量下において地方自治体、関係機関、民間事業者等が作業することを想定

し、被ばく限度や限度を超えた場合の作業の方法に加え、要員及び避難誘導等に

従事する者の指揮命令系統や責任の所在、補償のあり方等に関連する法整備を図

ること。また、民間事業者との協力体制の確立について、「民間事業者の協力」

を検討する国の分科会の報告等を踏まえ、具体的な検討を進め、必要な対策を講

じること。 

オ 防災対策に係る資機材の配備、緊急時モニタリング体制、原子力災害医療体制、

安定ヨウ素剤の緊急・事前配布など住民等の避難が円滑に行える体制の整備、一

時退避所、病院、福祉施設等の放射線防護対策等について、関係府省庁一丸とな

って対応すること。このうち、原子力災害医療については、複合災害発生時にお

ける原子力災害派遣医療チームと DMAT 等の医療チームとの役割分担の整理や運

用上のルールづくり等を都道府県、原子力災害拠点病院及び DMAT 指定医療機関

等の意見を聞きながら行うこと。 

カ 都道府県や市町村の行政区域を越える広域避難を円滑に実施するため、積極的

に地方と連携するとともに、避難先、避難経路及び避難手段の調整・確保、広域

的な交通管制に係る調整、避難退域時検査の体制整備並びに必要な資機材の整備、

発電所の状況や避難情報などを集約したポータルサイトの立ち上げ、避難に係る

インフラの整備や維持管理を行うなど、広域的な防災体制の整備について、国が

主体的に取り組むとともに、事業者に対し関係地方自治体と積極的に取り組むよ

うに指導すること。また、広域避難の受入に必要な避難施設の確保について、教

育関連施設や民間施設の活用が図れるよう、関係省庁から施設管理者への協力の

要請や必要な調整を行うこと。 

併せて、都道府県域を超えるような広域的な UPZ 内外の原子力防災訓練につい

て、国が先頭に立ち、事業者、関係自治体及び住民と連携しつつ、実践的に実施

すること。 

キ 重大事故が起こった場合に備え、自衛隊などの実動組織の支援内容、指揮命令

系統や必要な資材の整備等について、「実動部隊の協力」を検討する国の分科会

の報告等を踏まえ、引き続き具体的な検討を進め、必要な対策を講じること。 

ク 地方自治体が地域の特性を踏まえて必要であると判断し、実施する防災対策に

要する経費について、UPZ 外での対策に要する経費や職員の人件費も含め、確実

に財源措置を行うこと。 

ケ 冬季に原子力災害が発生した場合の避難道路の除雪や確保について、関係省庁

の連携のもと、具体的な対策を確立すること。 

特に、高速道路と国直轄管理道路の管理者間の連携や体制の強化について、国

土交通省が設置する冬期道路交通確保対策検討委員会の検討結果を踏まえ、地域

原子力防災協議会において、必要な検討を行うこと。 

コ 避難路の整備について、地方負担を求めず国が責任を持って整備することを早

急に制度化するとともに、新たに交付金で制度化された緊急時避難円滑化事業は
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別枠で予算措置するなど、安全かつ迅速な避難のための交通基盤整備を促進する

こと。 

 

６ 国民保護の推進について 

 

  武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するとと

もに武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす影響を最小にするため、国は、武力攻

撃事態等における国民の保護のための措置の的確かつ迅速な実施に向けて万全の態

勢を整備することとし、特に以下の事項について、実効性のある施策を講ずること。 

 

（１）北朝鮮情勢への的確な対応 

北朝鮮情勢は、これまで、米朝首脳会談が数度にわたって開催されるなど、外

交的に解決することをめざした動きが継続されているものの、具体的な核燃料、

弾道ミサイル等の廃棄の道筋が明確になっていないことから、北朝鮮に対する毅

然とした外交交渉を推進するとともに、万一の危機発生時に備え、国民への情報

提供をはじめとした的確な対応を取れる体制の維持を図ること。 

 

（２）国民保護対策の推進 

ア 国際社会と協調し、外交を含むあらゆる対策を講じて、我が国の安全・安心に

影響を与える事態の回避を図ること。 

イ 事態の進展や島しょ部などの地域特性に応じた避難路や輸送手段の確保方策

など、広域的な避難体制の構築を図ること。 

ウ 緊急一時避難を含めた避難施設について、国有施設を積極的に開放するととも

に、都道府県による民間施設の指定が進むよう、民間団体への働きかけを強化す

ること。併せて、施設管理者に負担が生じないよう、事故や損害発生時の責任や

補償について統一的な考え方を検討し、基本指針等で明示すること。 

また、避難施設であることを示す表示の導入や、避難の長期化も見据えた備蓄

の整備、避難施設の運営方法などについて検討のうえ明示し、避難施設の実効性

の確保に努めること。 

エ 武力攻撃災害発生時の、国民や地方自治体への情報伝達体制を検証し、対策強

化を図ること。 

オ 事態の類型に応じた訓練想定の作成も含め、地方自治体と連携して、実効性の

ある訓練の推進に努めること。 

カ 訓練や資機材整備、避難体制整備等の地方自治体の取組について、財政支援の

充実を図ること。 

キ 国際情勢が緊迫する中、国民への適切な情報発信に努めるとともに、国民保護

措置や訓練の重要性、状況に応じた具体的な避難方法について、国民や地方自治

体の理解が進むよう、普及啓発を強化すること。 

ク 我が国の原子力発電所等に対する武力攻撃に関して、国において、次の事項に

ついて責任を持って対応すること。 

（ア） 他国の領土や主権の侵害は何の利益も生まず、自らの国益を大きく毀損

するとの認識が国際社会において確立されることこそが、ミサイル発射な

どの武力攻撃に対する最大の抑止力である。国においては、国際社会と協調

した経済制裁措置の実施など、外交等を通じて毅然として対処すること。 

（イ） それでもなお、原子力発電所等への武力攻撃などが懸念されるような事
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態となった場合には、国は、原子力事業者に対し運転停止を命ずるなど、迅

速に対応すること。また、突発的な武力攻撃の発生に備え、原子力事業者が、

特に緊急を要する場合には国からの命令を待たず直ちに原子炉の運転を停

止できるよう、国は、平時から事業者の体制の確認・徹底を指導すること。 

（ウ） 万が一、原子力発電所等に対するミサイル攻撃等が行われるような事態

になった場合に、迅速に対応できるよう、自衛隊による迎撃態勢に万全を期

すこと。 

ケ 原子力発電所を含む重要生活関連等施設への武力攻撃事態等や複数の都道府

県に影響が及ぶような大規模な武力攻撃事態等を想定した対処マニュアル等を

策定すること。併せて、生活関連等施設については、施設の性質、規模等が様々

であり、施設数も多いことから重要施設に限定するなどの政令の基準の見直しを

行うなど国民保護に関する業務が的確に実施できるよう努めること。 

コ ミサイル攻撃等により原子力発電所から放射性物質が放出された場合に、都道

府県へ避難等の防護措置を指示する国の指示・伝達体制の実効性を検証し、最適

化すること。また、武力攻撃に対する原子力発電所の防御、原子力安全対策およ

び防災対策に係る関係法令等の内容を検証し、その結果および対応方針を国民に

示すこと。 

サ J アラート等を含め、生活関連等施設や大規模集客施設に対する迅速・適切な

情報伝達体制の強化を図ること。 

シ 近年、世界各国でテロ等が多発しており、国民や来訪者の安全確保のため、放

射性物質・爆薬の原料となりうる薬品等の管理強化、CBRNE 災害で必要とされる

特殊医療に関する国立専門センターの設置を始め、総合的なテロ対策を推進する

ための体制を整備すること。 

  


